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令和５年度水産物消費拡大実行計画 

 

１．水産物消費拡大の取組方針 

 日本の食用魚介類の１人１年当たりの消費量は、平成 13年度の 40.2kgをピー

クに減少傾向にあり、令和３年度は、前年より 0.4 ㎏少ない 23.2 ㎏であった。

一方、肉類の１人１年当たりの消費量は増加傾向にあり、平成 23 年度に初めて

食用魚介類の消費量は肉類の消費量を下回った。肉類と比較して、魚介類の健康

への良い効果の期待やおいしさが強みとなっている一方、魚介類の価格が高いこ

と、調理の手間がかかること等が弱みとなっていると考えられる。 

令和４年度水産物消費拡大実行計画では、令和３年「新たな生活様式に対応し

た水産物消費拡大検討会」のとりまとめで提言された「水産物の消費機運を高め

る方策」及び「水産物のマイナス特性を払拭する方策」を柱として、水産物の消

費拡大に取り組むこととし、同計画に基づき各種施策を実施したが、消費量が増

加に転じる状況には至っていない。 

しかし、食の志向全体を見ても、引き続き健康志向、経済性志向、簡便化志向

の割合が上位を占めており、特に経済性志向の割合が横ばい傾向となっている一

方、簡便化志向の割合は長期的に見ると増加傾向で令和４年には、経済性志向の

割合と同程度の割合となっている。また、引き続き消費者の SDGs への関心が高

まっており、エシカル消費につながる商品等の購入意欲が見られるところである。 

このため、令和５年度水産物消費拡大実行計画においても、引き続き、健康増

進効果や旬のおいしさ、資源管理や環境配慮への取り組みを認証する水産エコラ

ベルの情報発信等の「水産物の消費機運を高める方策」及び簡便性に優れた商品

の開発等の「水産物のマイナス特性を払拭する方策」を柱として、水産物の消費

拡大に取り組むこととし、復興地域の水産物を含めて、水産物全体の消費拡大を

目指すこととする。特に水産物の消費拡大に向けた取組を官民協働で推進するた

めに令和４年 10月に制定した「さかなの日」の定着を図ることとする。 

 

２．分野別の取組 

（１）水産物の消費機運を高める方策 

  ① 一般消費者向けの取組 

ア 「さかなの日」の取組の推進 

 令和５年度「さかなの日」の推進方針（別添）に基づき以下を実施する。 

・ 発信効果を高め、新しい層を取り込むため、魚と親和性のある取組との

連携を推進。 
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・ 魚食を普及するための新たな商品やサービスの開発を促進するため、異

業種の賛同メンバー間の連携を推進。 

・ 賛同メンバーの取組の推進や効果的な情報発信の継続。 

・ 「さかなの日」の定着に向け、賛同メンバーの取組状況を分析し、優良事

例の収集や改善点等の検討。 

イ Fish-1グランプリの開催 

   一般消費者に向けた国産水産物の様々な魅力を伝える Fish-1 グランプ

リを「さかなの日」の賛同メンバーと連携を図りながら、開催する。また

あわせて販路開拓のための BtoBの商談会等の実施も検討する。 

ウ 水産エコラベルの普及推進 

   エシカル消費といった付加価値を求める消費者ニーズに対応していく

ため、水産関係イベントへの出展や SNS等により水産エコラベルの情報発

信を行い、一般消費者への理解の促進、認知度向上を図る。 

  ② 子供・若者向けの取組 

   ア 学校給食の献立食材に魚を使用してもらえるよう必要な情報発信をする

とともに、栄養教諭が魚をテーマにした授業ができる教材を開発する。 

   イ お魚かたりべの活動を国民に知ってもらい、興味・関心を持ってもらうた

めに、その活動内容等を水産庁 HPで情報発信を行う。 

  ③ その他の取組 

   ア 小売、外食、流通業者に水産物を取り扱ってもらうために、必要となる情

報を提供する。 

   イ 復興地域の水産物について、産地の魅力や安全に係る情報等の発信を行う

とともに、外食店、量販店や専門鮮魚店等で販売促進する取組や水産加工業

の販路の回復・開拓、新商品開発等の支援を行う。 

   ウ 水産業の魅力等を高める活動を推進する「海の宝！水産女子の元気プロジ

ェクト」において、水産女子メンバーの商品開発等の自主的な活動の推進、

水産女子メンバー同士や企業とのネットワークづくりの促進や水産女子メ

ンバーが参加するイベント情報等の積極的な情報発信を行う。 

（２）水産物のマイナス特性を払拭する方策 

 消費者の内食需要等に対応した、調理の手間等の水産物のマイナス特性を解

消する簡便性に優れた商品や提供方法等の開発・実証を行うための取組を支援

し、その実証事例について活用できるよう公表して、横展開を図る。 


